
北海道小規模企業振興条例（経営体質の強化）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．展開の方向 
（１）小規模企業の目線に合わせたきめ細かな経営相談・経営指導の実施 

（２）新商品・新サービスの開発と販路開拓支援 

（３）生産性向上や販路拡大に向けたデジタル化の支援 

（４）自然災害や感染症など企業のリスク対応の支援 

（５）効果的な施策情報等の発信 

（６）経営者や従業員に対するスキルアップ支援 

（７）道外からの人材誘致や産業の理解促進等による人材の確保 

 

２．主な道の取組（Ｒ４～Ｒ８） 
主な関連事業 事業概要 備 考 

（１）小規模企業の目線に合わせたきめ細かな経営相談・経営指導の実施 

 中小企業経営資源強化対策事
業費 

（公財）中小企業総合支援センターが実施する総合コ
ーディネート事業、取引拡大支援事業など各種事業を
支援 

Ｈ１３～ 

中小・小規模企業経営安定化
対策専門家派遣事業費 

 

新型コロナウイルス感染症による影響を受けている中
小・小規模企業に対し、地域における相談体制の構築な
ど、事業活動の維持・再建の後押しに向けた支援 

Ｒ４ 

厳しい経営状況におかれる中小・小規模企業に対し、コ
ロナ融資の返済計画策定や原油・原材料価格高騰等の
課題に応じた専門家を派遣するなど、オーダーメイド
型の助言・指導 

Ｒ５ 

専門家派遣による経営改善集
中支援事業費 

 

厳しい経営状況におかれる中小・小規模企業に対し、原
油・原材料価格高騰等の課題に応じた専門家を派遣す
るなど、オーダーメイド型の助言・指導 

Ｒ６ 

（２）新商品・新サービスの開発と販路開拓支援 

 

中小企業競争力強化促進事業 

 

道内中小企業の競争力強化を図るため、「北海道産業振
興条例（通称）」に基づき、新市場・新分野の開拓に資
する市場開拓等の取組や人材育成、製品開発に対し、助
成 

Ｈ２０～ 

中小･小規模企業新事業展開･
販売促進支援事業費 

 

 

新型コロナウイルス感染症やそれに加えて原油価格・
原材料高騰等の影響により変化している消費行動や企
業活動に対応するために中小・小規模企業が行う新分
野展開、原材料コスト抑制、販売促進等の取組を支援 

Ｒ４ 

原油価格・原材料高騰等の影響により変化している消
費行動や企業活動に対応するために中小・小規模企業
が行う新分野展開、原材料コスト抑制、販売促進等の取
組を支援 

Ｒ５ 

中小・小規模企業賃上げ環境
整備等支援事業 

エネルギー価格高止まり等の影響を受けている中小・
小規模事業者の生産性向上等を図り、持続的な賃上げ
に踏み出せる環境を整備するため、経営改善に資する
経費を支援 

Ｒ７～Ｒ８ 

（３）生産性向上や販路拡大に向けたデジタル化の支援 

 中小企業総合振興資金による
融資 

 

業務効率化などによる生産性向上、デジタル技術を活
用したビジネスモデルの構築や販路の開拓・拡大に向
けたＩＴツールの導入を行う中小企業者等に対し、必
要な資金の円滑化 

Ｓ３０～ 

（経営体質の強化） 
第 12 条 道は、小規模企業の経営体質の強化を図るため、次に掲げる措置その他の必
要な措置を講ずるものとする。 

(１) 小規模企業関係団体による経営指導の促進 
(２) 小規模企業の事業活動に有用な知識、技能等に係る研修の充実 
(３) 新商品及び新役務の開発、販路の拡大、生産性の向上並びに自然災害等に係る危
機管理のための支援 

(４) 小規模企業の事業活動を担う人材の育成 
(５) 道外からの人材の誘致 
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ＩＴ企業競争力強化促進事業 

 

道内ＩＴ企業の競争力強化を図り、地域の様々な産業
とのマッチングのモデルケースを創出し、道内事業者
のデジタル化を促進 

Ｒ４～Ｒ７ 

地域企業デジタル技術活用支
援事業費 

 

道内中小企業等が行う、ＥＣ市場でのデジタル技術を
活用した商品販売や情報発信等への支援により、道内
企業のデジタル化を推進し、道内経済のコロナ禍から
の回復 

Ｒ４ 

中小・小規模企業省エネ・デ
ジタル環境整備緊急対策事業 

電気料金等の価格高騰の影響を受けている中小・小規
模企業に対し、省エネ設備やデジタル技術の導入経費
を支援 

Ｒ５～Ｒ６ 

中小・小規模企業デジタル技
術導入等緊急支援事業費 

 

エネルギー価格高止まり等の影響を受けている道内中
小・小規模企業等の生産性向上等のための、デジタル技
術導入による経営改善の取組を支援 

Ｒ６～Ｒ７ 

中小・小規模企業賃上げ環境
整備等支援事業【再掲】 

エネルギー価格高止まり等の影響を受けている中小・
小規模事業者の生産性向上等を図り、持続的な賃上げ
に踏み出せる環境を整備するため、経営改善に資する
経費を支援 

Ｒ７～Ｒ８ 

（４）自然災害や感染症など企業のリスク対応の支援 

 災害対応力・事業継続力強化
セミナー 

自然災害等リスクに対する道内中小企業の防災・減災
対策や事業継続力の強化 

Ｒ４～ 

道内事業者等事業継続緊急支
援金 

 

新型コロナウイルス感染症の影響による売上の減少に
加え、原材料等の価格高騰による影響を受けている中
小・小規模事業者、個人事業者の事業継続 

Ｒ４ 

（５）効果的な施策情報等の発信 

 企業・団体の取組事例発信事
業 

 

感染拡大に配慮しつつ、新たな業態への挑戦やＩＴを
活かした取組などにより、需要を回復させる企業や団
体の取組を道のホームページで紹介 

Ｒ４ 

北海道短期おしごと情報サイ
ト 

 

 

新型コロナウイルス感染症の影響による人手不足への
緊急的な対応として、人手不足にある企業等と、一時帰
休などの状況にあって短期的に働きたい希望を持つ
方々などを繋げることにより、生産維持・事業継続を支
援 

Ｒ４～Ｒ５ 

一時的・季節的な業務量の増加など短期の人手不足に
対応し、人手不足にある企業等と、短期の仕事を希望す
る方とのマッチングの場を設け、生産維持・事業継続を
支援 

Ｒ６～Ｒ７ 

（６）経営者や従業員に対するスキルアップ支援 

 民間訓練費（事業内職業訓練
事業費補助金・指導監督費） 

 

知事の認定を受けて職業訓練を行う中小企業事業主連
合団体等に対し、事業費及び機械整備等に要する経費
を助成し、技能労働者の養成確保及び在職労働者の資
質向上 

Ｓ３３～ 

中小・小規模企業生産性向上
人材育成事業 

中小・小規模企業の経営者や従業員を対象として、省エ
ネや省力化等による生産性向上の取組を推進する人材
育成を支援 

Ｒ７ 

（７）道外からの人材誘致や産業の理解促進等による人材の確保 

 ＵＩＪターン新規就業支援事
業 

 

東京圏からのＵＩＪターンによる新規就業を促進する
ため、移住支援金を交付する市町村に対して補助する
とともに移住支援金対象法人等を掲載するマッチング
サイトを運営 

Ｈ３１～ 

道外人材確保緊急支援事業 

 

北海道以外に在住の方が、宿泊や飲食など、この夏場に
人手不足が深刻となる業種の北海道内の事業所におい
て短期就労した場合に、道外在住者に最大 20 万円（奨
励金 10 万円＋移動費実費（上限 10 万円））、道内事業
者に 10 万円を支給することで、道内企業の人材確保を
支援 

Ｒ４ 

人材確保緊急支援事業 

 

道内外在住者が人手不足が深刻な業種の道内事業所に
おいて、一定期間以上就労した場合に就労者、雇用企業
に奨励金等を支給し、道内企業の人材確保を支援 

Ｒ５～Ｒ６ 

観光人材発掘事業  

 
人手不足が著しい宿泊業に対し、学生等へ職場見学等
を通じ、宿泊業への就業 

Ｒ６～Ｒ７ 
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３．関係機関との連携の状況 

 

４．北海道中小企業総合支援センターの相談件数 
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地域中小企業支援ネットワーク

（設立：Ｈ２５．３） 

 

 

北海道 国 

市町村 大企業等 

金融機関 

大学等 

関係団体、 
士業団体等 

・道制度融資による金融支援 
・ワンストップ相談窓口等の総合経営相談 
・個別ニーズに対応した専門家派遣 
・ファンド運用益を活用した事業化支援 
・北海道どさんこプラザ等の販路開拓支援 
・産業人材育成、就業支援 等 

 

・地域の特性や 
ニーズに応じた 
取組 等 

 

・資金供給 
・経営相談 
・経営支援 等 

 

・持続化補助金等による販路開拓支援 
・ものづくり補助金等による設備投資支援 
・ＩＴ導入補助金等による生産性向上支援 
・中小企業再生支援協議会等による再生支援 
・様々な経営課題に対応する「よろず支援 
拠点」の設置 等 

・人材育成 
・新製品･新技術 
開発支援 等 

 

・課題解決に向
けた助言･指導 
等 

・発注の拡大 
・技術力向上の 
支援 等 

 
関係機関が協力し、それぞれの機能を活用
して、小規模企業に対する個別相談対応や
経営改善などを支援 

中小企業総合
支援センター 

・総合経営相談 
・新製品開発等の
事業化支援 

・商談会開催等の 
販路拡大支援 

・専門家派遣 等 

 

商工会・ 
商工会議所 

・巡回訪問指導 
・研修会等の開催 
・地域イベントの 
開催 等 

 

北海道中小企業 
団体中央会 

・巡回等による相
談対応・指導 

・研修会等の開催 
・情報提供 等 
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